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1.　は じ め に
本稿は，都区財政調整制度研究のための予備的
考察として東京特別区の経済社会実態を検証する
ものである。都区財政調整制度は，東京特別区に
適用されている財政調整制度である。都区財政調
整制度は，都と特別区における大都市制度である
「特別区制度」を前提としており，特別区の財政
制度の最大の特徴の一つである1）。同制度は，都
区間の財源配分と特別区相互間の財源調整という
二つの機能を担っている2）。とくに特別区間の財
源調整という役割に着目すれば，同制度検討の前
提として，経済社会の実態に特別区間でどのよう
な格差があるのか検証しておく必要がある。統計
上，特別区間での比較は難しい面もあるが，把握
可能なデータを用い，ときには全国と東京都，あ
るいは東京特別区と東京市部との差異にも言及し
ながら，特別区間の経済社会実態について検証を
行っていく。
2.　東京都の位置づけ―県民経済計算―
はじめに，日本全体における東京都の位置づけ
から確認しておく。県民経済計算によれば，2010
年度における東京都の県内総生産の全国に占める
シェアは 18.4％となっている。東京圏（埼玉，千
葉，東京，神奈川）でみると同年度 32.3％だが，
半分以上は東京都が占めていることになる。
1人当たり県民所得の格差（変動係数）をみる
と（図表 1），景気拡大期は格差拡大するが，低
迷期は縮小する特徴があり，東京都とそれ以外の
地域の平均値の差もほぼ連動している。1990 年
度までは，県民所得の格差は拡大傾向にあったが
90 年代前半に急速に縮小している。その後 2000
年代に入ってから再び格差拡大の傾向にあったが，
2005 年度をピークに格差は縮小している局面に
ある。東京都とそれ以外の地域の平均の差も
2001 年度の 1.80 倍から 2010 年度には 1.64 倍に
まで低下している。とはいえ，現状の開きは 90
年代前半からみれば低いというわけではない。
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3.　東京都の人口移動　　　　　　　　 
―住民基本台帳人口移動報告―
次に，東京都への人口移動の状況を，90 年代
以降を中心にみてみる。
人口流出入の状況をみると，東京圏への転入超
過がみられた時期でも東京都は一貫して転出超過
にあったのが，97 年より転入超過に転じている。
東京都の転入超過率の推移を，区部と市町村部
に分けてみると（図表 2），他道府県との間では
区部，市町村部とも 97 年から転入超過に転じて
いるが，2000 年以降で区部が市町村部の転入超
過率を上回る時期がある。区部と市町村部間でみ
ると，90 年代をつうじては市町村部が転入超過
の状態にあったが，転入超過率は徐々に縮小し，
2000 年代に入るとほぼ横ばいとなる。2005 ～
2008 年にかけては区部が転入超過の状態にある。
都内の移動者総数でみると，2012 年の移動者
総数のうち他道府県間移動者数は 63.4％に対し，
都内間移動者数は 33.6％である。移動率そのもの
は低下基調にあるが，都内移動者数の割合は，90
年の 28.6％から徐々に増えている。さらに都内移
動者総数を移動区域別割合でみると（図表 3），
2012 年は区相互間 61.1％，市町村相互間 17.7％，
区部と市町村部 21.1％（うち区から市町村 10.2％，
市町村から区 11.0％）であり，区相互間の移動が
約 6割を占めている。90 年度との変化としてみ
ると，区相互間のシェアは上昇（＋5.4％ポイン
ト）しているのに対し，市町村相互間（－3.1％
ポイント），区部と市町村（－2.3％ポイント）は
低下している。区部と市町村との間の移動につい
ては，区から市町村部は低下（－3.6％ポイント）
しているが，市町村部から区へは上昇（＋1.1％
ポイント）している。
区相互間の移動割合が高いことから，2012 年
の特別区別の移動率もみると（図表 4），転入率
や移動率は特別区間で均等ではなく，都心区で高
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図表 1　1人当たり県民所得の格差の推移
（注）東京都とそれ以外の平均値の差については，新しい基準の
ものを採用している。
（出所）内閣府『県民経済計算年報』より作成。
??? ??
??? ??
??? ??
??? ??
?? ??
?? ??
?? ??
?? ??
?? ??
?? ??
?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ??
???
???
????????
??????????
????????
????????
?????
図表 2　東京都の転入超過率―都・区部・市町村部―
（出所）東京都『東京都住民基本台帳人口移動報告』各年より作
成。
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図表 3　都内間移動者数の区分別割合
（出所）東京都『東京都住民基本台帳人口移動報告』各年より作
成。
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い傾向がうかがわれる。とくに都の区部からの転
入率については，千代田区（0.061），渋谷区
（0.055），中央区（0.053），港区（0.050）など都
心区で高い傾向が顕著である。
このように人口移動からみると，東京都は 97
年以降，転入超過が続いているが，2000 年以降
は他府県からの転入超過率において区が市町村部
を上回る時期も出てきている。また都内間の移動
者数でみても，区相互間の移動の割合が上昇して
いるほか，区と市町村との間においては市町村か
ら区への移動が割合として増えている状況にある
など，東京都における相対的な区の位置づけは上
昇していることがうかがわれる。
4.　東京都の人口構造とその変化 
―平成 22 年国勢調査―
次に，平成 22 年の国勢調査にもとづき東京都
の人口構造を確認する。同調査によれば，東京都
の人口は 1,315 万 9,388 人（全国の 10.3％）で，
このうち特別区は 894 万 5,695 人（東京都全体の
68.0％），市部は 412 万 7,128 人（同 31.4％），町
村部 8 万 6,565 人（同 0.7％）である。東京都の
人口の 7割弱が特別区に居住していることになる。
特別区の内訳をみると（図表 5），世田谷区の
87 万 7,138 人（特別区全体の 9.8％）が最も多く，
練馬区 71 万 9,124 人（同 8.0％），大田区 69 万
3,373 人（同 7.8％）と続く。もっとも少ないのは
千代田区の 4万 7,115 人（同 0.5%）であり，世田
谷区との差は 18.6 倍に達する。特別区のなかで
も人口には大きな差がある。
年齢別人口に着目すると，東京都全体では 15
歳未満人口 11.4％，15 ～ 64 歳人口 68.2％，65 歳
以上 20.4％と，全国に比べ，少子化が進んでいる
が高齢化率は低く，生産年齢人口比率が高い構成
となっている3）。東京都内の区部，市部に分けて
この構成をみると（図表 5），いずれも全国に比
べ高齢化率が低く生産年齢人口割合の高い構造と
なっており，とくに特別区部でその特徴はより際
立っている4）。
特別区別にみると，千代田区，中央区，港区の
都心 3区を含め，生産年齢人口比率が 7割を超え
る区が 11 区ある。それ以外の区でもいずれも全
国の比率を上回っている。一方，15 歳未満人口
比率は 1割を下回る区が全体の 3分の 1近くあり，
いずれの区でも全国を下回っているなかで唯一江
戸川区が全国を上回る比率となっている。高齢化
率については相対的に低い区が多い中で，北区
（24.0％），台東区（23.6％），足立区（22.2％），
葛飾区（22.0％）などの周辺区は高齢化率が高く
全国を上回っている。このように特別区別にみる
と，いずれの区でも生産年齢人口比率は高いが少
子化が進行していることは共通の特徴として見出
せる一方で，周辺区においては高齢化率が高いと
いった特徴もある。
以上は，常住地人口，いわゆる夜間人口でみた
人口構造の特徴である。東京都については，昼夜
間人口比率（＝従業地人口 / 常住地人口）が
118.4％と全国の都道府県中もっとも高いという
特徴があり，人口構造をみる上では昼夜間人口比
率についても言及しておく必要がある。東京都で
118.4％の昼夜間人口比率は，特別区でみるとさ
らに高く 130.9％となる。しかし特別区別にみる
と大きく異なっており，千代田区（1738.8％）が
突出している。他にも中央区（493.6％），港区
（432.0％）が高く，渋谷区（254.6％），新宿区
（229.9％）を含め，いわゆる都心 5区で昼夜間人
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図表 4　特別区別の転入・移動率（2012 年）
（注）移動率は 2012 年 10 月 1 日現在の住民基本台帳人口に対す
る比率。
（出所）東京都『東京都住民基本台帳人口移動報告』および総務
省『住民基本台帳人口移動報告』平成 24 年より作成。
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口比率が高い特徴がある。これらの区以外でも昼
夜間人口比率が 100％を上回る区が全部で 12 区
と約半数にあたる。特別区に特徴的な人口構造と
いえ，各区の財政需要勘案の際には考慮が必要と
なる。
次に人口構造変化をみてみる。国勢調査が 5年
おきの調査であることから，各年の国勢調査人口
を比較する（図表 6）。
1990 ～ 1995 年にかけては東京都の人口は減少
しているが，その後全国の人口の伸び率が急速に
鈍化していくなかにあって，東京都は人口増加率
が全国を上回る状況にある。そのなかで特別区は，
1990 ～ 1995 年にかけては東京都全体を超える人
口減少率であったが，2000 ～ 2005 年および 2005
～ 2010 年にかけて東京都全体を上回る伸び率を
示している。とくに 2005 ～ 2010 年にかけてはそ
の上回る程度も大きくなっている。その結果，特
別区部の都全体に占める人口割合は 1990 年代に
かけては低下していたが，2000 年に 67.4％，
2005 年 67.5％，2010 年 68.0％と下げ止まる状況
にある。
特別区別に人口伸び率をみると（図表 7），
図表 5　東京特別区の人口構造（2010 年）
（単位：人，％）
人口（人） 構成比
15 歳未満
人口比率
15 ～ 64 歳
人口比率
65 歳以上
人口比率
昼夜間
人口比率
東京都 13,159,388 ― 11.4 68.2 20.4   118.4
市部 4,127,128 ― 12.6 66.3 20.5     91.5
特別区部 8,945,695 100.0 10.8 69.0 20.2   130.9
千代田区 47,115 0.5 10.7 70.1 19.2 1738.8
中央区 122,762 1.4 10.5 73.6 15.9   493.6
港区 205,131 2.3 11.3 71.5 17.2   432.0
新宿区 326,309 3.6   7.9 73.0 19.1   229.9
文京区 206,626 2.3 10.0 71.1 18.9   167.2
台東区 175,928 2.0   8.7 67.7 23.6   167.5
墨田区 247,606 2.8 10.5 68.1 21.4   112.8
江東区 460,819 5.2 12.1 68.8 19.1   119.1
品川区 365,302 4.1 10.0 70.6 19.4   144.3
目黒区 268,330 3.0   9.8 70.6 19.6   109.3
大田区 693,373 7.8 11.0 68.6 20.4     98.7
世田谷区 877,138 9.8 11.0 70.7 18.3     92.7
渋谷区 204,492 2.3   7.8 72.5 19.6   254.6
中野区 314,750 3.5   7.5 72.6 19.9     91.9
杉並区 549,569 6.1   8.6 68.3 23.1     87.4
豊島区 284,678 3.2   7.9 72.8 19.3   148.6
北区 335,544 3.8   9.4 66.6 24.0     95.8
荒川区 203,296 2.3 11.0 67.1 21.9     94.3
板橋区 535,824 6.0 10.6 68.0 21.3     92.1
練馬区 716,124 8.0 12.2 68.5 19.3     82.1
足立区 683,426 7.6 12.3 65.4 22.2     89.1
葛飾区 442,586 4.9 12.1 65.9 22.0     85.0
江戸川区 678,967 7.6 14.2 67.7 18.1     84.1
（出所）総務省『平成 22 年国勢調査』より作成。
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図表 6　人口伸び率の推移（5年おき）
（出所）総務省『国勢調査』各年より作成。
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2005 年からすべての区で 5年前比で人口が増加
しているが，伸び率には区ごとに大きな違いが生
じている。2005 年以降，千代田区，中央区，港
区の 3区は二桁台の高い伸びを保っている。この
ほか江東区や豊島区でも伸び率が高くなっている。
その一方で，北区や中野区など伸び率の低い区も
あり，これらの結果，特別区内での人口シェアに
も 20 年間で若干の変化が生じている。中央区，
港区などの都心区，および江東区，江戸川区では
人口シェアの上昇が認められるのに対して，北区，
中野区，杉並区，板橋区などでは人口シェアが低
下している。
2010 年の高齢化率は，1990 年比ではいずれの
区でも高齢化率の上昇がみられるが，2000 年比
では千代田区，中央区，港区の都心 3区ではむし
ろ高齢化率が低下しているのが特徴である。これ
らの区への生産年齢人口の流入により高齢化率が
低下したものとみられる。このような区がある一
方で，杉並区や足立区は10年間で高齢化率が6％
ポイント以上も上昇しており，葛飾区，江戸川区，
板橋区，北区についても上昇幅が大きい。
人口構造とその変化をみても，特別区内は多様
である。日本全体としては人口減少が大きな課題
となるなかで，特別区の人口は依然増加を続けて
いるとはいえ，その伸びの程度，少子高齢化の進
展度合いが異なっているため，直面する課題につ
いても区ごとに大きく異なるものと思われる。
5.　東京都の産業構造―平成 22 年国勢調査―
東京都の産業構造についても確認しておきたい。
産業構造を従業地就業者の産業別シェアでみたの
が図表 8 である。2010 年の全国，東京都，特別
区の産業別シェアを示すとともに，特別区につい
ては特別区全体に対しての特化係数として示した。
まず東京都は，全国に比べ，農業等の第一次産
業や建設業，製造業の第二次産業，さらに第三次
産業のなかでは医療，福祉のシェアが低い一方で，
情報通信業，金融・保険業，サービス業といった
第三次産業，分類不能の産業でシェアが高いとい
図表 7　特別区別人口伸び率，人口シェア，高齢化率
（単位：％）
人口伸び率 人口シェア 高齢化率
95～00 年 00～05 年 05～10 年 90 年 00 年 10 年 90 年 00 年 10 年
千代田区 3.6 15.9 12.8 0.5   0.4 0.5 16.6 20.9 19.2
中央区 13.5 35.7 24.8 0.8   0.9 1.4 15.3 18.2 15.9
港区 10.0 16.6 10.4 1.9   2.0 2.3 13.5 17.9 17.2
新宿区 2.8   6.6   6.7 3.6   3.5 3.6 12.4 17.0 19.1
文京区 2.1   7.7   9.0 2.2   2.2 2.3 13.8 17.9 18.9
台東区 1.6   5.7   6.5 2.0   1.9 2.0 15.8 21.1 23.6
墨田区 0.1   7.0   7.1 2.7   2.7 2.8 13.0 18.1 21.4
江東区 3.1 11.7   9.5 4.7   4.6 5.2   9.4 15.2 19.1
品川区 － 0.2   6.7   5.5 4.2   4.0 4.1 11.6 17.2 19.4
目黒区 2.9   5.6   1.6 3.1   3.1 3.0 12.3 16.7 19.6
大田区 2.2   2.4   4.2 7.9   8.0 7.8 11.6 16.3 20.4
世田谷区 4.3   3.2   4.3 9.7 10.0 9.8 11.0 15.7 18.3
渋谷区 4.4   3.4   0.6 2.5   2.4 2.3 12.4 16.9 19.6
中野区 1.0   0.4   1.3 3.9   3.8 3.5 11.8 16.3 19.9
杉並区 1.2   1.2   4.0 6.5   6.4 6.1 11.7 16.7 23.1
豊島区 1.1   0.6 13.6 3.2   3.1 3.2 12.5 18.4 19.3
北区 － 2.2   1.1   1.6 4.3   4.0 3.8 12.6 19.2 24.0
荒川区 2.0   6.0   6.3 2.3   2.2 2.3 13.7 18.9 21.9
板橋区 0.4   1.9   2.4 6.4   6.3 6.0   9.9 16.3 21.3
練馬区 3.5   5.2   3.4 7.6   8.1 8.0   9.4 15.4 19.3
足立区 － 0.8   1.2   9.4 7.7   7.6 7.6   9.3 15.9 22.2
葛飾区 － 0.7   0.8   4.2 5.2   5.2 4.9 10.6 16.6 22.0
江戸川区 5.2   5.5   3.8 6.9   7.6 7.6   8.0 12.8 18.1
（出所）総務省『国勢調査』各年より作成。
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う特徴がある。特別区については，東京都でみら
れる特徴が一層顕著なかたちであらわれている。
特別区別の状況を特化係数でみると，特別区間
でも産業構造は多様である。農業や運輸業，電
気・ガス・水道業などでは偏在度が大きい。農業
は周辺区で特化係数が高いほか，運輸業は江東区，
大田区に集中しており，電気・ガス・水道業は荒
川区に集中している。他方，特別区でのシェアの
高さが特徴的であった情報通信業は，極端な偏在
度はないものの，千代田区，中央区，港区，新宿
図表 8　従業地就業者数の産業別シェア（％）と特化係数―東京都・特別区　（2010 年）
全国 東京都 特別区部 千代田区 中央区 港区 新宿区文京区台東区墨田区江東区品川区目黒区
総数（男女別） 100.0 100.0 100.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0
　Ａ 農業，林業     3.7     0.3     0.1 0.2 0.3 0.2 0.3 0.5 0.3 0.4 0.5 0.5 1.5
　　 うち農業     3.6     0.3     0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.4 0.3 0.4 0.4 0.5 1.5
　Ｂ 漁業     0.3     0.0     0.0 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業     0.0     0.0     0.0 3.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　Ｄ 建設業     7.5     5.6     5.5 0.6 0.8 0.9 1.0 0.8 1.0 1.1 1.2 1.1 0.7
　Ｅ 製造業  16.1   10.1     9.8 0.9 1.1 1.1 0.7 1.1 1.4 1.8 1.1 1.4 0.7
　Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業     0.5     0.4     0.4 1.7 0.9 1.5 1.9 0.4 0.8 0.2 0.9 0.8 0.3
　Ｇ 情報通信業     2.7     9.2   10.4 1.3 1.2 2.0 1.2 1.2 0.6 0.4 1.4 1.6 0.8
　Ｈ 運輸業，郵便業     5.4     4.9     5.0 0.5 0.7 0.8 0.4 0.3 0.7 1.0 2.3 1.2 0.5
　Ｉ 卸売業，小売業  16.4   16.1   16.4 0.9 1.5 0.9 0.9 0.8 1.7 1.1 0.9 1.0 0.9
　Ｊ 金融業，保険業     2.5     4.5     5.0 2.6 2.0 1.1 1.1 0.7 0.6 1.0 0.8 0.5 0.5
　Ｋ 不動産業，物品賃貸業     1.9     3.3     3.5 0.9 1.1 1.0 1.4 0.7 0.8 0.8 0.7 0.8 1.2
　Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業     3.2     5.6     6.0 1.5 1.3 1.5 1.2 0.9 0.9 0.5 0.6 0.7 1.1
　Ｍ 宿泊業，飲食サービス業     5.7     5.5     5.4 0.8 1.0 1.0 1.3 1.0 1.4 1.0 0.8 0.8 1.0
　Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業     3.7     3.2     3.1 0.5 0.7 0.9 1.2 0.9 0.9 1.1 0.8 0.9 1.6
　Ｏ 教育，学習支援業     4.4     4.0     3.5 0.8 0.2 0.5 1.3 2.8 0.7 0.6 0.6 0.7 2.0
　Ｐ 医療，福祉  10.3     6.8     5.7 0.4 0.4 0.5 0.9 1.5 0.7 1.1 0.9 0.8 1.3
　Ｑ 複合サービス事業     0.6     0.2     0.2 1.1 0.7 0.7 0.7 0.9 1.1 1.0 0.8 0.6 0.8
　Ｒ サービス業（他に分類されないもの）     5.7     6.9     7.1 1.2 1.0 1.1 1.3 1.1 1.0 0.9 1.1 0.9 0.8
　Ｓ 公務（他に分類されるものを除く）     3.4     2.9     2.8 3.1 0.3 0.3 1.6 0.7 0.6 0.8 0.6 0.4 1.0
　Ｔ 分類不能の産業     5.8   10.6   10.2 0.2 0.3 0.4 0.7 0.8 0.8 1.0 0.8 0.9 1.7
大田区 世田谷区 渋谷区中野区杉並区豊島区 北区 荒川区板橋区練馬区足立区葛飾区 江戸川区
総数（男女別） 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0
　Ａ 農業，林業 1.0 4.2 0.3 1.3 2.4 0.5 0.5 0.7 1.4 5.2 2.2 2.3 2.7
　　 うち農業 1.0 4.3 0.3 1.3 2.5 0.5 0.5 0.7 1.4 5.3 2.2 2.4 2.7
　Ｂ 漁業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　Ｄ 建設業 1.1 1.0 0.7 1.1 1.2 0.9 1.3 1.3 1.3 1.5 1.6 1.2 1.6
　Ｅ 製造業 1.6 0.4 0.6 0.4 0.4 0.6 1.2 1.6 1.5 0.4 1.1 1.3 1.0
　Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 0.7 0.6 0.3 0.5 1.1 0.6 0.8 3.4 0.7 0.7 0.7 1.0 0.5
　Ｇ 情報通信業 0.5 0.4 1.6 0.7 0.5 0.8 0.3 0.2 0.2 0.3 0.1 0.1 0.2
　Ｈ 運輸業，郵便業 2.7 0.8 0.5 0.8 0.9 0.5 1.7 1.1 1.4 1.1 1.9 1.4 1.6
　Ｉ 卸売業，小売業 0.9 0.9 1.1 0.9 0.9 1.1 0.9 0.9 0.9 0.8 1.0 0.9 0.9
　Ｊ 金融業，保険業 0.3 0.4 0.8 0.8 0.5 1.0 0.5 0.3 0.3 0.4 0.3 0.4 0.3
　Ｋ 不動産業，物品賃貸業 0.8 1.3 1.4 1.3 1.5 1.0 0.8 0.7 0.8 0.9 0.7 0.8 0.9
　Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 0.5 0.9 1.4 0.9 0.9 1.0 0.7 0.6 0.5 0.6 0.3 0.4 0.4
　Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 0.9 1.1 1.1 0.9 1.1 1.4 1.1 0.9 0.9 0.8 1.0 1.0 1.0
　Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 0.9 1.2 1.6 1.2 1.3 1.2 1.0 1.2 1.1 1.1 1.0 1.1 1.1
　Ｏ 教育，学習支援業 0.8 1.9 1.2 1.3 1.7 1.5 1.2 1.0 1.2 1.4 0.9 1.1 1.2
　Ｐ 医療，福祉 1.2 1.6 0.6 1.5 2.0 0.9 1.6 1.5 2.2 1.8 1.7 1.8 1.5
　Ｑ 複合サービス事業 1.2 1.5 0.6 1.3 1.6 0.8 1.4 1.1 1.3 1.9 1.5 1.7 1.3
　Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 0.9 0.7 1.2 0.8 0.9 1.1 0.8 0.8 0.7 0.7 0.8 0.7 0.9
　Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 0.7 0.9 0.4 0.9 0.9 0.6 1.6 1.1 0.7 1.4 0.8 1.0 0.8
　Ｔ 分類不能の産業 1.1 2.3 0.6 2.0 1.5 1.4 1.3 1.5 1.5 2.4 1.8 1.9 1.9
（注）特別区の特化係数は特別区全体に対するもの。１を超えるものは薄いシャドウ，2を超えるものは濃いシャドウを施した。
（出所）総務省『平成 22 年国勢調査』より作成。
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区，渋谷区といった 5区をはじめ都心区で高い傾
向がある。金融・保険業は千代田区，中央区で
シェアが高い。サービス業については偏在度は低
くなっている。これらの産業構成は各特別区の特
徴を反映しており，特別区が多様な区で構成され
ていることを示すものでもある。
6.　東京特別区の個人所得の格差
6.1.　特別区の所得割の状況―市町村課税状況等
の調―
市町村や特別区の単位での格差をみる指標は限
られているが，特別区別の課税状況により現状を
把握する方法が考えられる。そこで課税標準段階
別所得割額をみると（図表 9），2012 年度の区平
均では 200 万円以下が 18.1％，200 万～ 700 万円
以下が 42.8％，700 万～ 1000 万円以下が 9.5％，
1000 万円超が 29.6％となっているが，区ごとに
は差が生じている。
図表 9 によれば，1000 万超が 5 割を超える区
に千代田区（56.5％），港区（63.4％），渋谷区
（54.1 ％）の都心区がある。次いで目黒区
（40.0％），文京区（39.8％）で構成比が高く，両
区は 1000 万超の構成比がすべての段階でもっと
も高くなっている。一方，江東区（18.1％），板
橋 区（16.8 ％）， 墨 田 区（14.7 ％）， 荒 川 区
（15.0％），江戸川区（14.8％），北区（14.4％），
足立区（13.6％），葛飾区（13.1％）のいわゆる周
辺区は，1000 万超の構成比が 2 割を下回る。い
ずれも 200 万以下の構成比が上回っている。
これらは特別区間の所得格差を示すものといえ，
都心区における所得水準の相対的な高さがあらわ
れている。
6.2.　1 人当たり所得格差―個人所得指標―
前節では，特別区間の所得格差を課税標準段階
別所得割額からみたが，本節ではより長期的に
データ把握が可能な個人所得指標（1人当たり課
税対象所得）でみていく。
まず 2011 年度の東京特別区と東京市部の 1人
当たり所得（課税対象所得／人口）を比較したの
が図表 10 である。特別区をみると，もっとも高
いのが港区（504.9万円），次いで千代田区（484.1
万円），渋谷区（372.8 万円）となる。他方，もっ
とも低いのは足立区（146.2 万円）であり，港区
との差は3.45倍にも達する。市部をみると，もっ
とも高いのが武蔵野市（254.5 万円），もっとも低
いのは武蔵村山市（127.2 万円）でありその差は
2.00 倍である。特別区は，市部に比べ 1人当たり
所得の高い区が多く存在するとともに，特別区間
の所得格差が非常に大きいことが特徴となってい
る。
次に，こうした所得格差が 2000 年度以降どの
ように推移したかに着目をしたい。図表 11 は，
全国の 1人当たり所得を 100 としたときの東京都，
特別区，東京市部を比較したものである。
図表 9　課税標準段階別所得割額の状況
所得割額構成比（％）平成 24 年度
～200 万 200～700 万 700～1000 万 1000 万～
千代田区 7.5 26.4 9.6 56.5 ＊＊＊
中央区 10.9 40.4 12.1 36.6 ＊
港区 6.3 21.8 8.6 63.4 ＊＊＊
新宿区 14.8 39.5 10.9 34.8 ＊
文京区 11.4 37.0 11.8 39.8 ＊＊
台東区 20.8 47.8 9.2 22.2 △
墨田区 24.2 53.3 7.8 14.7 △△
江東区 19.2 51.8 10.8 18.1 △△
品川区 17.2 47.4 9.9 25.6 △
目黒区 12.9 36.6 10.5 40.0 ＊＊
大田区 20.5 47.1 9 23.5 △
世田谷区 14.4 37.2 11.5 36.9 ＊
渋谷区 9.8 27.2 8.9 54.1 ＊＊＊
中野区 21.7 45.4 9.7 23.2 △
杉並区 17.8 40.2 10.6 31.4 ＊
豊島区 19.3 43.1 10.0 27.6 △
北区 25.0 52.9 7.8 14.4 △△
荒川区 24.6 52.2 8.1 15.0 △△
板橋区 24.8 50.4 8.0 16.8 △△
練馬区 20.5 47.9 10.1 21.5 △
足立区 28.7 51.4 6.3 13.6 △△
葛飾区 27.1 53.2 6.7 13.1 △△
江戸川区 25.0 52.8 7.4 14.8 △△
区計 18.1 42.8 9.5 29.6
（注 1）1000 万～の欄の太字は区平均を上回るもの。
（注 2） 欄外右の印は次の分類。「＊＊＊」は 1000 万超が 5 割
を上回る，「＊＊」は 1000 万超が区平均を上回り区の
構成比が最も高い，「＊」は 1000 万超が区の平均を上
回るが区の構成が最も高いわけではない，「△」は 1000
万超が区平均より低いが 2割は上回っているもの，「△
△」は同じく区平均より低く 2割に満たないもの。
（出所） 東京都『平成 24 年度市町村税課税状況等の調（特別区
関係）』。
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2000 年度以降の 10 年間，東京都の 1人当たり所
得は全国を上回る度合いを高めながら推移してき
たといえる。ただしそれは，特別区，市部ともに
全国を上回る水準とはいえ，特別区の水準が相対
的に上がることによって実現されている。すなわ
ち 2000 年代は東京都としては全国的にみると相
対的に 1人当たり所得水準が上昇していたものの，
市部低下，特別区上昇という構図であったことが
わかる。
このような特別区の位置づけを踏まえ，特別区
間での格差の推移をみてみる。所得割の構成比も
参考に，特別区を以下のようにグループ分けした。
A グループ（港，千代田，渋谷），B グループ
（目黒，文京，中央），Cグループ（世田谷，新宿，
杉並），Dグループ（豊島，品川，大田，台東，
中野，練馬），Eグループ（江東，板橋，墨田，
荒川，江戸川，北，足立，葛飾）の 5グループで
ある。それぞれのグループの平均をとり，2000
年代の推移をみたのが図表 12 である。
図表 12 によれば，2005 年度にすべてのグルー
プで上昇がみられるが，上位グループほどその程
度は大きく，それ以降下位のD，Eグループには
ほとんど上昇がみられないなかで，上位グループ
とくにAグループの上昇が顕著であり，特別区
間の 1人当たり所得の格差は開いていっている。
したがって，図表 11 にみられたように 2000 年
代に入り，特別区の所得水準が相対的に上昇する
なかで東京都の所得水準が上昇していたという構
図は，特別区のなかでも所得水準の高い区の水準
がさらに上昇する過程，特別区間でみると格差拡
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（出所）JPS『個人所得指標』各年版より作成。
図表 11　1人当たり所得の比較
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図表 12　特別区間の 1人当たり所得の推移
（注）Aグループ（港，千代田，渋谷），Bグループ（目黒，文
京，中央），Cグループ（世田谷，新宿，杉並），Dグルー
プ（豊島，品川，大田，台東，中野，練馬），Eグループ
（江東，板橋，墨田，荒川，江戸川，北，足立，葛飾）の
平均値。
（出所）JPS『個人所得指標』各年版より作成。
図表 10　人口 1人当たり所得（2011 年度）特別区・市部
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 （出所）JPS『個人所得指標』2013 年版より作成。
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大がおきているなかで生じたものであるといえる。
7.　生活保護率―福祉・衛生統計年報―
東京都の生活保護率は 2011 年度 20.9‰であり，
全国の 16.2‰に比べ高い。同年度の特別区と市部
では，特別区 22.8‰，市部 16.9‰と特別区の保護
率が上回る。
2011 年度，特別区のうち生活保護率がもっと
も高いのは台東区（47.0‰）であり，足立区
（37.3‰），板橋区（33.4‰），墨田区（31.9‰）と
続く（図表 13）。このほか荒川区（30.0‰），新宿
区（29.9‰）をはじめ全国をはるかに上回る 25‰
を超える区が 9区あり，合計 14 区という半分以
上の区が全国平均以上の生活保護率に達している。
これに対し，中央区（7.2‰），港区（10.4‰），目
黒区（10.2‰），世田谷区（10.5‰）などでは全国
平均を大きく下回る生活保護率である。東京市部
については，同年度，もっとも生活保護率が高い
のが立川市（27.7‰）であり，25‰を超えるのは
同市のみである。もっとも低いのは国分寺市
（7.6‰）となっている。生活保護率においても，
特別区では格差が非常に大きくなっており，生活
保護率の水準の高い区が多いこととともに特別区
の特徴である。このことは，特別区と市部で 1人
当たり所得水準と生活保護率の水準を示した図表
14 でも確認される。
さらに特別区については 2000 年代に入ってか
らの上昇度をみると（図表 13），生活保護率の水
準の高い周辺区において上昇度もきわめて高いこ
とが確認される。他方，中央区，港区，目黒区で
はほとんど上昇がみられていない。ただし千代田
区や渋谷区においては上昇がみられるなど，所得
水準の高い都心区でも若干の違いがみられている。
2000 年度以降では，当初水準の低かった区でも
生活保護率の上昇がみられたことで生活保護率の
格差は若干縮小してはいるが，市部との比較でも
明らかなように，特別区間の差は依然大きいとい
える。
8.　むすびにかえて
以上，冒頭述べたように，都区財政調整制度研
究の前提として特別区の経済社会実態について多
方面から検証してきた。その結果，2000 年代に
入り東京都における特別区の相対的な位置づけは，
人口移動や 1人当たり所得水準からみて市部に比
べ上昇していることがうかがわれた。しかし特別
区の相対的な上昇は，各特別区均等に生じたもの
というよりは，人口構造変化，1人当たり所得水
準，生活保護率等からみる限り，都心区の相対的
上昇，周辺区の相対的低下という特別区間の格差
拡大をともないながら進行していたことが確認さ
れる。また東京市部と比べ，特別区間は人口構造，
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図表 13　特別区の生活保護率
（出所）東京都『福祉・衛生統計年報』各年度より作成。
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図表 14　2011 年度の生活保護率（特別区・東京市部）
と 1人当たり所得　　　　　　　　
（出所）東京都『福祉・衛生統計年報』JPS『個人所得指標』各
年より作成。
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産業構造においても非常に多様であり，所得水準
や生活保護率については格差が非常に大きいこと
が特徴である。このような経済社会実態のもとで，
特別区間の財源調整をはかる都区財政調整制度が
機能しているということである。
【注】
1） 「都政のしくみ―都と区市町村」東京都ホームページ。
2）  注 1 に同じ。
3）  全国では 15 歳未満人口 13.2％，15 ～ 64 歳人口 63.8％，65
歳以上 23.0％である。
4）  町村部をみると，15 歳未満人口 12.2％，15 ～ 64 歳人口
60.4％，65 歳以上 27.4％であり，高齢化率は全国を上回り
生産年齢人口比率は全国を下回る。
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